The Efforts for the Reduction of CO2 Emissions as Regional Policy : A Case Study of the Efforts of Portland, Oregon by 青木 卓志
自治体の地域マクロ管理における C02
排出削減への取り組み
一一アメリカ合衆国オレゴン州ボートランドにおける
取り組みの事例一一
青木卓志＊
はじめに
第一章 ポートランドの温室効果ガス削減の取り組み
第二章 ポートランドにおける地球温暖化に対するローカルアクションプラン
第一節 プランのコンセプ卜
第二節 ポートランドにおける C02削減のための具体的諸活動
第三章 ポートランドの C02排出量の削減目標
第四章 目標達成への問題点
第一節削減に関する量的な要因
第二節環境保全の認識に係る理念的要因
第三節 プランにおける目標値の適切性
第四節 その他の諸問題
おわりに
キーワード：オレゴン州ポートランド，地球温暖化，温室効果ガス削減計画，
持続可能な発展
＊筆者は，富山大学大学院経済学研究科修士課程において，本号が献呈される増田信彦先
生のご指導を受けた。（経済学部編集委員会）
- 91 (359）一
(Summary) 
In 1993, Portland, Oregon became the first city in the United 
States to adopt the plan to reduce greenhouse gases. The goal of 
the plan is to reduce greenhouse gases to 10% below 1990 levels by 
2010. However, in fact, the achievement of the goal seems difficult. 
Even though C02 emissions per capita have been decreasing, total 
emissions, which are more important for the achievement of the 
plan, have been increasing. One of the fundamental reasons, accord-
ing to City of Portland, is the rapid increase of the population, but 
there are also other reasons to consider. As well as quantity fac-
tors, analysis and the efforts for solving other factors are neces-
sary to achieve Portland’s plan. This paper discusses the three main 
factors of quantity problems, perceptional problems, and adequacy 
of the number of the target. 
はじめに
本論文は，様々な環境問題における地域での取り組みの現状やそのあり方に
ついて，現在実践中の計画を事例として分析することによって，内在する問題
点や今後の計画遂行上の課題等について考察しようとするものであるO 具体的
には，アメリカにおいて温室効果ガス削減のために比較的早くから取り組んで
きた都市のひとつであるオレゴン州ポートランド（Portland, Oregon, 
U.S.A.）において，現在実践されている温室効果ガス削減フ。ランに関する現
状の分析，問題点及び、今後の課題について議論する。
地球温暖化（GlobalWarming）が地球の環境悪化を代表する問題となっ
てから久しし1。地球温暖化の主要な原因である二酸化炭素に代表される温室効
果ガスの増加は主として人間の生活スタイルに起因する (U. S. 
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Environmental Protection Agency (EPA), 2000）ことはおよそ明らかとい
えるであろう。温室効果そのものは自然現象であるが，その（悪）影響を一層
激しくしていることが問題を大きくしているということができる(1）。地球温暖
化による気候の変化のスピードは予想以上の可能性がある一方，地球そのもの
の温暖化に対する自浄能力は全体的にも地域的にもいまだあいまいな部分が多
いため，地球温暖化による影響は依然明確とはいえなし、。例えば，どの地域や
どの世代が最も影響を受けるのか，その影響力はどれほどであるのか，そして
これらの諸問題に対してどの程度まで対応が可能なのかなど，分析すべき問題
は少なくない。地球温暖化は文字通り地球規模の問題であるが，その影響はグ
ローパルのみならず，地域的にも大きい。それ故に，地球温暖化問題に対する
地域における防止活動も重要な役割を担っているO
このような問題に対して，現在，主に先進国の多くのコミュニティや都市が
持続可能なシステムへの移行に取り組み始めている（Selman,et aし 1999）。
例えば，環境がどれほど悪化した，あるいは良くなったかを示そうとすること
（水質や大気汚染等の指標の変化等の分析）で改善の行動に結び付けようとす
るのは，多くの地域でなされている具体的な実践例の一つであるといえよう
CGahin, et . al., 2003）。しかしながら，このような持続可能なシステムへの移
行は，当該都市やコミュニティの利益のためだけというわけではなく，むしろ
自然の劣化は地域の周りで観察されるだけではなく，地球全体の問題であると
いうことが，少なくともある程度，市民や都市においても認識され始めている
が故に，自分たちで実行できるところから行動を始めるべきだとする意識の変
化と考える方が妥当であろう。このような活動に加え，都市として環境保全に
対する何らかの目標を持つことによって，行動につなげていこうとする動きも
多く見受けられる。
第一章 ポートランドの温室効果ガス削減の取り組み
アメリカの各都市においても，このような具体的な環境目標を持った活動が
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様々な形で行なわれている。アメリカの場合，州政府も含め，自治体の独自政
策は日本のそれよりもかなり弾力性を持っていることも一つの要因であろう。
その中において，オレゴン州ポートランドは， 1993年に「温室効果ガス削減プ
ラン」を取り入れたアメリカ合衆国最初の都市となっており，各種活動を行なっ
ている先進的な都市の一つである（Cityof Portland, 1997）。ポートランド
は，アメリカ北西部に位置するオレゴン州最大の都市で，年間を通じて比較的
すごしやすい気候や充実した都市機能に加え， ColumbiaRiverやMt.Food 
に代表される豊富な自然が身近に存在することなど、から，都市としての人気が
高まっている。人口は約53万人（2000年現在），周辺地域を含めたポートラン
ド都市圏では，州の人口の半分に迫る約170万人を要するアメリカ西海岸を代
表する都市のひとつである。
ポートランドでは，「地球温暖化に対するローカルアクションプラン」
(Local Action Plan on Global Warming）を作成し，これをベースに多く
の活動が1993年から実践されている。このローカルアクションプランは主要6
エリアに渡っており，具体的には，①エネルギー効率の促進，②リサイクルの
推進，③再生資源の活用，④輸送効率の促進，⑤植林計画，⑥連邦政府への働
きかけ，である。また， 1994年には，「持続可能な都市原則」（Sustainable
City Principle）も制定している（Cityof Portland Energy Office, 1997）。
「持続可能な都市原則」では，「ポートランド市は次世代の人々のニーズを損な
わずに今日の人々のニーズを満たすような持続可能な未来を促進し，（ 1）安
定，多様，かっ平等な経済の支援，（2）大気，水，土地や他の天然資源の質
的保全，（3）自然植生，野生生物及び生態系の保全，（4)ローカル及びグロー
パルな生態系に対する人間の影響の最小化，への責任を有する」と宣言してい
る。
さらに， ポートランドを包括しているオレゴン州マルトノマ郡
(Multnomah County, Oregon）も， 2001年より温室効果ガス削減のための
各種活動を実践しているO
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元々，ポートランドは1973年に策定されたオレゴン土地利用法に基づく 1979
年制定の UrbanGrowth Boundary (UGB）アプローチと呼ばれる伝統的な
政策を推進してきたという実績がある（Harvey,et al., 2002）。 UGBアプロー
チは，環境保護のコンセプトを含んでおり，その意味においては，ポートラン
ドは環境保全のあり方について，ある程度基本的な位置づけをすでにその政策
に内在させてきたと言うことができょう。また UGBアプローチのほかに， 19
88年から活動をしている NGO団体である’＇1,000Friends of Oregon”も大き
な貢献を果たしている点も重要である（Grewe,et al., 2002）。
また，ポートランドの取り組みは，国際的に C02の削減を求めた京都議定
書（KyotoProtocol)以前に既に行動に移されているという点も重要視すべ
きであろう（2)0
（表1）ポートランドにおける持続可能な都市原則（抜粋）
［目標］
ポートランド市は次世代の人々のニーズを損なわずに今日の人々のニー
ズを満たすような持続可能な未来を促進し，以下の責任を有する。
(1）安定，多様，かっ平等な経済の支援
( 2）大気，水，土地や他の天然資源の質的保全
( 3）自然植生，野生生物及び生態系の保全
( 4）ローカル及びグローパルな生態系に対する人間の影響の最小化
Source: City of Portland, 1997. 
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（表2）ポー トランドにおける地球温暖化に対するロー カルアクションフ。ラン（概要）
［目標］
持続可能な未来を創るために， 2010年までに，マルトノマ郡における
1990年の温室効果ガスの排出量レベルの10%削減をおこなう。
（活動内容）
A.政策，研究，教育の推進
B.建物におけるエネルギー効率の推進
C.輸送システム，テレコミュニケーションとそのアクセス促進
D.再生可能エネルギー資源の利用促進
E.廃棄物の削減とリサイクルの推進
F.植林活動による二酸化炭素の相殺
Source: City of Portland and Multnomah County, 2001. 
では，現在このプランに基づく行動目標は適切に進展しているのであろうか。
ポートランドのプランにおける主目標は，温室効果ガスの総量において2010年
までに1990年の総排出量レベルの10%削減を達成することである（Cityof 
Portland and Multnomah County, 2001）。しかしながら，結果的には，様々
な努力や行動にもかかわらず，これまでのところポートランドやマルトノマ郡
における温暖化ガス削減計画の達成度はあまり進展しておらず，むしろ予想以
上に悪化していると言わざるを得ない。一人当たりの C02排出量は，確かに1
993年以降全体としては減少傾向にあるにもかかわらず（1990年： 16.9metric 
ton （以降MTと表示。）→2001年： 15.6MT），より重要である C02総排出量
でみると， 1990年から2001年までの間，全体的に増加傾向にある。実際，マル
トノマ郡における1990年の総排出量が9859 MTであることから， 2010年まで
に達成すべき目標値は8,873MTとなるが， 2001年現在においては10,426MT 
が排出されており， 1990年以降，平均0.5%の伸び率となっている。このまま推
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移した場合の予想排出量は， 2010年で11,952MTとなる（Cityof Portland 
Office of Sustainable Development, 2002）。一方で，今後目標達成のために
は，残りの期間で1,553MTの削減，あるいは， 2001年値より14.9%の減少が
必要とされるO
このように， このままで推移した場合， 2010年の温室効果ガスの予想排出量
は目標値を大幅に超え，深刻な問題になる可能性がある。その意味で， C02総
排出量を減らそうとするポートランドの目標の達成は，現状を見る限り，困難
な状況にあるといわざるを得なし、。
地球温暖化のような環境問題は，その解決のために包括的あるいは総合的な
行動が必要とされるが，その対応が適切に実行されるか否かにおいては，環境
悪化の程度やその危険度により，必然的あるいは義務的になされなければなら
ない場合ももちろん多いが，現実をみると，問題によっては，コミュニティや
企業，個人等が，環境保全のための行動を実施することによってどの程度利益
（有形もしくは金銭的なものなど）を享受するかにという点が重要視される場
合も多し」その傾向は，直接環境悪化による影響をうけない，あるいはそのよ
うな問題を解決する主体的な責任性を感じない場合， もしくはその負の効果の
根拠に依然あいまいさが存在している場合に，より一層顕著に表れる場合が多
いと考えられる。加えて，総合的な問題としての環境問題に対する個人や社会
の改善に向けての明白な意識変化が実際にどの程度起こっているかについても
（例えば地球温暖化の問題に関しても），未だ不明確であるといわざるを得なし」
これらのことから，環境保全の進展における達成度を評価する場合，量的な面
（汚染物質等の削減量等）での達成はまだしも，意識変化の面に関しては，い
まだ発展途上にあるといわざるを得なし、。このような問題は環境問題と人々の
行動の間にある一つのギャップといえる。しかしこのギャッフ。を小さくするこ
とこそ，「明らかに環境政策の鍵となる重要性を持っている」といえよう
(Blake, 1999）。（温室効果ガスは C02換算される場合も多いことから，以下
では基本的に C02排出量を主として利用することとする。）
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既に言及したように，ポートランドのプランにおける最も重要な目的である
C02総排出量の削減は，現状を考慮する場合，達成困難の可能性が大きし、。原
因の個別分析は当然、必要であるが，プランを実行する際に障害となっている問
題やプランの概念そのものの分析も同様に重要な意味を持っているO 基本的な
概念として，この種のプランは長期的視点を必要としており，また，伝統的な
政策のみでは達成できないことがある。すなわち， ローカルアジェンダ21
(Local Agenda 21)においても指摘されているように，長期的視点を取り入
れたある程度の政策転換が必要になる（Moser,2001）。
以下では，ポートランド及びマルトノマ郡の C02排出量削減に向けての基
本的な考え方と活動にいたる場合，環境保全に対する意識改革を困難にしてい
る問題点を分析することによって，ある環境保護活動（この場合は C02排出
量の削減）を実施する場合に，もしくは活動の結果がかならずしも納得できる
ものでない場合に，なにがその基本的な要因となっているのかを考察したし」
第二章 ポートランドにおける地球温暖化に対するローカルアクショ
ンフラン
第一節プランのコンセプト
最初に，プランの考え方そのものに影響を与えるプランの方向性（あり方）
を分析することは必要なことであると言える。ポートランドのプランには基本
的に 2つの基本的かっ重要な概念が含まれている。一つは地球温暖化の防止で
あり， もう一つは持続可能な発展（SustainableDevelopment）あるいは持続
可能性（Sustainability）の推進である。すなわち，計画のキーワードは地球
温暖化と持続可能な発展（持続可能性）である。ポートランドのプランにおけ
る温暖化防止という概念は，ある意味C02の削減という目標と直結している
といえるが，一方，持続可能性のコンセプトはどのようなものなのか。実際の
ところ， この「持続可能性」という言葉については多くの概念がある（EPA,
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2004; Tietenberg, 2001）。「持続可能性」あるいは「持続可能な発展」という
概念が知られ始めたのはおよそ30年前であるといわれている（Schlossberg, 
et al., 2003）。現在の持続可能性の概念においては，多くの場合，環境保護と
経済発展を共に達成しようとすることにその主眼が置かれている。すなわち，
重要な視点として，持続可能性のコンセプトには経済的なメリットの達成が明
確に表現されているということである。例えば， EPA(2004）の主張する概
念は，「経済成長，環境保護，そして我々自身と次世代のための生活の質的向
上を導くべき社会的責任を促進すること」となっている。 SustainableOre-
gon (2003）では，現在の持続可能性は 3つの目標－経済，コミュニティ，
環境－ ［の向上］を避けてはいけないと述べる。オレゴン州における Ore-
gon Benchmarkの場合は，環境，経済，コミュニティのニーズは不可欠であ
り，その目標は，経済成長の促進，資源の効率的利用，有害物質の排出量の削
減，自然へのマイナスの影響を小さくすることであるとされる（Schlossberg, 
et al., 2003）。持続可能な発展の考え方について，最も影響ある役割を果たし
たとされている一つである Burundtland委員会 CWorld Commission on 
Environment and Development, 1987）は，持続可能性の概念を「次世代の
ニーズを損なうことなく現世代のニーズを満たす」ことと定義づけている
(Yanarella, 1999）。 Yanarella (1999）はまた，持続可能性のための政策と
して，「技術的に可能で，経済的によりコストが少なく，政治的に受容性のあ
る」活動の促進が必要であるとの考え方を示している。このように，持続可能
な発展（持続可能性）の目的は，多くの概念において経済的繁栄と持続可能な
自然システムを達成することであると言えよう（3）。ポートランドのプランにお
ける持続可能性のコンセプ卜も同様であり，すでに述べたとおり，経済発展と
環境保全の双方に関する目標を持っているO
ここで重要なのは，後でも言及しているが，環境保全と経済発展はどちらも
達成されるべき目標であり，かっ，その優劣は基本的に示されていないという
ことである。従って，いろいろな諸問題においてプランの達成が困難になる場
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合，結果的に優先順位が暗黙上存在せざるを得ない可能性がある。これは一つ
のプラン内においてもありえる問題であり，また，策定されている他の多くの
プラン（例えば経済開発プラン等）と，どちらを優先させるかという観点から
も起こりうる問題でもある。
第二節 ポートランドにおける C02削減のための具体的諸活動
次に，実際に都市が環境保全のための行動を行う際に，どのような具体的方
法があるかを見てみることとする。一般的には，良質の環境を得るためには，
都市の政策として，次のような方法が代表的であるとされるO ①法令に代表さ
れる直接規制による環境コストの内部化，②環境税や排出許可制度に代表され
る間接的手法の利用，③総費用を最小化するためのツールとして有効なライフ
サイクル分析の使用，④環境保全の重要性を教えるための教育やコミュニケー
ションの促進，⑤その他（制度の諸活用等）。また， ICLI (International 
Council for Local Environmental Initiatives）は，都市が持続可能性を持
つには，有用かっ直接参加フ。ロセス，全体的な視野，高度な行動規範，モニタ
リングと評価等が必要であると指摘する（Quaid,2002）。 Kline(2000）は，
エコ・シティが必要とする 4つの特徴として，生態系的統合，経済的安全性，
生活の質，責任ある行動，を指摘する（4)0 
上記のような方法はある程度ポートランドのプランにおいても認識されてい
るが，実践されている主な方法は，市主導の施策及び自発的な行動の促進に集
約できるようである。実際に，プランに基づく目標達成のための行政サイドか
らの様々な活動そのものは義務的ではなく，また，法令や環境税のようなある
程度明白な直接・間接的手法は，少なくとも主要施策としてはプランには具体
的に示されてはいなし、。もちろん， GreenBuilding政策のような，若干の明
示的な政策もあるが，企業や住民とも必ずしもそれが義務づけられているわけ
ではなく，むしろ，受動側としての市民や企業は， GreenBuilding政策ゃな
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んらかの環境保全活動を実行する場合には助成金を得ることができるとするも
のもある（ 5)0 
（表3）地球温暖化へのポートランドの対応
I c 1)エネルギー利用の削減｜
－継続的なアップグレード対策
．グリーンビルディング政策
・エネルギー効率基準の推進 ・
．効率的な交通信号への移行
・燃料電池の導入
r c 3）植生活動
・過去5年間に60万本以上の植林
－燃料電池の導入
I c z）効率的なドライビングシステム II マイクロタービンの導入
・ウインドタービンの導入
・ノ、イブリ y ドカーの購入｜ 1 ・グリーンパワーの購入
．ソーラーパネルの設置
Source: City of Portland Office of Sustainable Development, 2001. 
第三章 ポートランドのC02排出量の削減目標
ここでは，主に1993年からのポートランド地域（マルトノマ郡）における目
標達成のためのさまざまな施策によるプランの進捗状況を見てみることとする。
最初に， C02総排出量及び1人当たりの C02排出量を表4からみてみること
とする。一人当たりの排出量は， 1990年以降減少傾向にある一方，総排出量は，
全体として増加傾向にあることがわかる。マルトノマ郡において， 1人当たり
のC02排出量は， 1990年の16.9MTから1995年の16.2MT, 2001年の15.6
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MTと減少してきている。ポートランド市当局は，一人あたりの C02排出量
の削減をもたらした主な理由として，建物におけるエネルギー効率の向上， リ
サイクルの推進，植生活動，輸送システムの改善等をあげている（6)0 
しかしながら，本来の目的である総排出量の純削減は， 2010年までに1990年
の排出量レベ、ルの10%削減という目標はおろか，削減に向かっているという傾
向にあるともなかなか言い難い。むしろ， 1990年以降悪化傾向を示している O
実際， 1990年の986万 MTから1995年の1017万 MTへと5年間で3.1%の増加
を示し，さらには， 1990年の数値からみると， 5.8%の増加となる2001年の1,04
3万 MTへと排出量が増加しているO 現在の時点における2010年の排出量の予
想値である11,952MTは， 1990年値から21.2%もの上昇となっており，目標値
を34.7%も上回っている。このような状況に対して，ポートランド当局による
分析では， 2000年～2001年時点での C02総排出量増加の主要原因として，ポー
トランド都市圏の急速かっ継続的な人口増加と原子力発電の停止等があげられ
ている。
なお，表4よりわかるように， 1999年から2001年において， C02総排出量は
若干減少しているが，これは電力需要の減少が主要因となっている（Cityof 
Portland Office of Sustainable Development, 2002）。この点は，興味深い
ところではあるが，ただし，この傾向は今後も継続し，結果として目標の達成
に近づくであろうとする楽観的な見込みは避けられるべきであろう。第一に，
1990年代の聞に C02総排出量の持続的な増加傾向により，それらの期間に増
加した分を相殺するにはあまりにも少量の削減でしかない。実際，わずかに削
減した2001年の C02総排出量は， 1990年はおろか， 1995年の総排出量よりも
多い。第二に，この減少が環境悪化と温室効果ガスの影響についての人々また
は社会的意識が大きく変化したための減少といえるかどうか，いまだ不明瞭で
あるという問題がある。 1999年から2001年にかけての若干の削減に関する詳細
な分析はなされてはいないが，主な理由としては，その時期における景気後退
にあるものと推定される。すなわち，削減傾向が顕著になってきたというより
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も，間接的要因（経済的要因）に基づく一時的な傾向として考察しておく方が
よいのではなし、かと思われる。いずれにしても，少なくとも現段階においては，
このような排出量の削減傾向が継続的に続くであろうという期待は避けた方が
無難であろう。既に言及したように， 2010年の C02総排出量の見込みは， 200
1年時の総排出量よりも多く，さらには， これまでのところもっとも発生量が
多かった1999年の排出量も超えると予想されているO
（表4）マル卜ノマ郡における C02排出量 （千メトリックトン）
年 1990 1995 1999 2000 2001 2010 
ゴー ル： 8,873
総排出量 9,859 10,168 10,538 10,511 10 426 11,952 
（予想）
一人当たり排出量 16.9 16.2 16.3 15.9 15.6 
Source: City of Portland Office of Sustainable Development, 202. 
（表5)2001年におけるマルトノマ郡の排出先・排出源別C02排出量
排出先（sector) 割合 排出源（Emissions) 割合
輸送関係（Transportation) 38% ガソリン等の燃料（Gasoline,
42% 
商業（Commercial) 22% Diesel, Jet Fuel, and Fuel) 
住民（Residential) 19% 電気（Electricity) 38% 
産業（Indus trial) 15% 天然ガス（NaturalGas) 15% 
固形廃棄物（SolidWaste) 6% 固形廃棄物（SolidWaste) 6% 
Source: City of Portland & Multnomah County, 201. 
次に別の視点から，ポートランドの現状を見てみよう。ポートランドの二酸
化炭素排出量がアメリカ全土の排出レベ、ル，あるいは他国の排出レベルと比べ
てどのくらいにあるのかを一人当たりの排出量で比較してみた場合，資料によ
り，各国の C02の排出方法とマルトノマ郡のそれとは多少異なる部分のある
と恩われるため，ある程度の誤差的な要素は考慮するとしても，アメリカ国内
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での一人当たりの平均的排出レベルよりも小さいことは都市としての意識の高
さを表しているとも言えるが，一方で他国における平均排出量（特に先進国）
と比較した場合は，決して優良なものではないことも同様に指摘できょう。一
人当たりの排出量は低減傾向にあるが，その相対的排出量自体がいまだ高いこ
とは，マルトノマ郡，あるいはポートランドにおいて，総排出量，一人当たり
排出量とも更なる C02l!JIJ減が可能で、あることを示しているとも言える (7)0 
（表6）一人当たり C02排出量の比較等（1990年， 1999年） （トン）
国・地域名
Multnomah 
U.S.A. Canada Japan Germany 
County, OR 
一人当た 1990年 16.9 19.4 15.2 8.5 12.2 
り排出量 1999年 16.3 20.3 16.1 9.1 10.1 
出展： IEA,2002等より筆者作成。
（注）各国C02排出量はIEAのRefere nee Approachによる。
次に，アメリカ圏内における規模的な類似市あるいは広域圏におけるポート
ランドの環境問題に対する特徴を考察してみよう。資料の制約上，限定的にな
らざるを得ない部分もあるが，まず，アメリカ国内で，都市規模が類似の 3都
市（Denver,Austin, and Portland）における C02の一人当たり排出量では，
測定年度の違いはあるにせよ，ポートランドの数値が小さいことがわかるO
（表7)アメリカ他都市との一人当たり C02排出量の比較（メトリックトン）
都市名 I Austin I Denver I Portland 
????
?
?
?
?
?????
1996 
17.4 
1995 
21.1 
1995 
16.1 
Source: Sustainable Portland Commission, 1997. 
一方， C02の排出に大きな影響を及ぼす車の走行距離数を10類似都市圏で比
較した下記表を見ると，ポートランドが他都市に比較して著しい環境保全
(C02削減）の意識があるとは言いにくい面も見て取れる。車の走行距離
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(Vehicle Miles Traveled: VMT）の一人当たりの数値では， 10都市圏中高い
ほうから数えて7位（22.4）にもかかわらず， 1990年から1997年における VMT
増加率は人口増加率（23.5%）を超え， VMTの一人当たりの増加率では3番目
(25.2%）という伸び率となっている。もちろん，一方で， Cityof Portland 
Bureau of Planning (2003）によれば，ポートランドにおけるパスやライト
トレイル等の公共交通機関の利用は年々増加している（1990年：約40,000千人，
1994年：約45,000千人， 1999年：約60,000千人）との結果も出ている。単純に
結論付けることができるわけではないが，他都市（圏）同様，ポートランドも
C02削減のために車への依存をいかに抑えるかが重要であるといえる。
このポートランドの目標値に関してはもう 1つ考慮すべき点がある。 1990年
代に， C02総排出量が劇的に増加し，当初目指していた目標の達成が困難になっ
た時点で，目標値の修正（より緩和の方向）がなされているという点であるO
（表8）車一台当たりの走行距離（VehicleMiles Traveled: VMT) (1997年）
一日当たり 一人当たり 人口増加率
一人当たり
都市圏名（人口：千人）
VMT (000) VMT (1990-97) 
VMT増加率
(1990-97) 
Austin (630) 18,850 29.9 16.7% 34.7% 
Charlotte (575) 16,580 28.8 27.8% 27.9% 
Cincinnati (1,270) 33,015 26.0 11.4% 23.3% 
Denver (1,800) 39,305 21.8 13.9% 19.3% 
Kansas City Cl,355) 39,310 29.0 16.8% 22.5% 
Minneapolis-St. Paul (2,290) 55,200 24.1 13.9% 12.2% 
Phoenix (2,400) 51,100 21.3 26.6% 1.7% 
Sacramento (1,235) 27,300 22.1 12.8% 2.5% 
Seattle申TacomaCl,960) 49,600 25.3 13.3% 7.2% 
Portland (1,340) 30,000 22.4 23.5% 25.2% 
Source: Sustainable Portland Commission, 1997. 
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実際のところ，当初の目標は1988年から1990年へと基本となる年の若干の修正
はあったにせよ（Cityof Portland, 1997), 2010年までに， 1990年の総排出
量レベルを20%下まわることであった。しかしながら，途中で20%から10%へ
と目標が緩和されたが，問題はこの緩和された10%の削減という目標も達成の
見込みが難しくなっているということである。この点は後で言及するが，適切
な目標の設定は十分考慮されるべきである一方で，そもそもそのために何がど
れだけ必要かという点における情報不足の存在は，環境保全にかかる問題の解
決に対して困難性を与えているO その一つの例として，ポートランドのように
目標値の変更という形で現れることもあるが， これは，プランそのものの妥当
性にもつながる大きな問題点のーっとなる可能性もあろう。
第四章 目標達成への問題点
いずれにしても，このような事実から，様々な問題点が浮き上がってくるが，
ポートランド当局が主原因として考えている急速な人口増加のような数量的問
題にのみ焦点を合わせていると，様々な努力があったとしても，今後も目標値
の達成が難しいままで推移していくことが避けられないという結論にしか結び
つかなし」従ってプランにおける目標を達成するためにはそれ以外の問題点に
対してもその把握が必要とされるべきである。
目標の達成が困難な原因としては，例えば，目標達成のための努力が不十分
なこと，目的そのものが客観的に見て達成不可能に近いこと，目標設定時と実
践的活動時におけるタイムラグによる社会の状況変化，などが考えられる。こ
のような中で，詳細な個別政策の分析に加え，より総合的な分析や認識も併せ
て重要であると言えるO それは，環境問題が包括的・総合的問題であるが故に，
個々の努力に加え，社会としての改善に向けての方向性も，目標達成に大きな
影響を与える故であるO また，このような問題は，類似の目的を持っている他
都市にもあり得る（もしくは今後あり得るであろう）問題であり，その分析は
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他都市のためにも有効であろう。では，そのような総合的な問題として，どの
ようなものが考えられるであろうか。ここでは，その理由として 3つの主要要
因に分けてみたし1。それらは，人口増加に代表される量的な問題，環境と経済
のトレード・オフを問題とするようないわゆる環境問題への認識に関する問題，
そして計画に内在する目的（計画概念）及び目標値の妥当性に関する問題であ
る。なお，分析においては，原因と結果が複雑にからみあった関係の中
(Dhakal, 2003）で，プロセスあるいは結果のどちらをより重要視すべきか，
あるいは，削減という量的側面と意識改革という，いわば質的側面のどちらを
重要視するかも議論すべき点であろう。この点は別の機会に譲りたいが，いず
れにしても，結果だけではなく基本的なプランの方向性，人々の意識等にも検
討すべき点が多い。
第一節 削減に関する量的な要因
ポートランドにおける C02排出量削減の計画の達成を困難にしている問題
のひとつとして，市当局も指摘しているように，ポートランド都市圏の急速な
人口増加に基づく排出量の増加という問題は大きな原因の一つで、あろう。 City
of Portland Bureau of Planning (2003）によれば，ポートランドの人口は
1990年には約44万人であったが， 2000年には約53万人に増加している。約
90,000人，率にして20%以上の増加である（表9参照）。ポートランド都市圏の
場合は，よりいっそう人口の純増が認められている。一般的に，多くの人々が
いればそれだけ多くの C02が排出されるであろうことは容易に想像がつく。
例えば，より多くの電力供給の必要性は，（現在のような化石燃料中心の発電
においては，）より多くの燃料，特に化石燃料の使用に結び、つくことは避けら
れない（8）。交通渋滞に関してもポートランドが抱える問題の一つであるが，そ
の多くは人口増加による自家用車の増加が主要因であることは想像に難くなく，
結果としてより多くの C02が排出されるであろうこともほぼ明白であろうけ）0 
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ポートランド都市圏における全体としての継続的な経済成長も主な原因の 1
っとして考慮されうるものであろう。オレゴン州における GSP(Gross State 
Product ：州内総生産）－主にポートランド地域で、の、活動が中心であるーは，
1995年の813億ドルから2001年の1249億ドルに急成長している。この400億ド
ル以上の成長，あるいは50%以上の増加率は，アメリカ全体のGDP (Gross 
Domestic Product ：国内総生産）の同期間の全体の増加率である約25%より
も高い。詳細な分析は紙面の都合もありここでは行なわないが，現在のような
量的中心の経済成長は多くのエネルギーを費やす消費と生産に基づいているこ
とからも容易に理解できるO
ポートランドでの結果が示しているように，一人あたりの C02排出量が減
少したとしても，人口増加のような量的な問題が発生する場合，多少の削減量
では人口増加による純増加量を埋め合わせることができなく，結果的に C02
の排出量の純増をもたらしてしまうという結果は，どの都市においても起こり
うる問題点の一つである。この傾向は削減を促す劇的な変化が起きない限り，
少なくとも現状においては，良好な結果，すなわち目標を達成するという結果
は得られにくいという問題点を抱えている。
（表9)1970年一2000年までのポートランドにおける人口増加（人）
???
1970 
489,404 
1980 
474 700 
1990 
486,025 
2000 
529,121 
Source: City of Portland Bureau of Planning, 203. 
（表10)GDPとGSP （実質： 1996年ドル換算） (10億ドル）
年 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
U.S.A. 
(GDP) 
7,434.0 7, 715.9 8,093.4 8 502. 7 8 82.6 9,298.2 9,335.4 
Oregon 
81.3 91.7 97.1 103:2 111.4 124. 78 124.85 
(GSP) 
Source: U. S. Department of Commerce Bureau of Economic Analysis, 203. 
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第二節環境保全の認識に係る理念的要因
第二の問題は， C02総排出量を減らす場合に，その理由や必要性の明示性に
説明しきれない部分があるという点である。それは一種の理念的問題として扱
うことができょう。具体的には，市民がC02排出量削減に対して直接的に得
ることのできるプラス効果の具体的な提示が困難なこと，それ故に，市民にとっ
てC02排出量の削減のためのインセンティブが弱いこと， C02排出量削減の
ための努力の必要性を考える際に，経済と環境のトレード・オフがあるとする
考えが依然として存在することなどがある。このような諸問題が人々に C02
排出量削減のための努力に対するインセンティブを低くしていると考えること
ができるO 基本的には，これらの問題は，ある意味， C02排出量削減を量的な
意味で、困難にする人口増加のような問題とは多少異なっている。このような問
題点についても，今でもなお広く認識されているが故に，ポートランドだけの
要因ではなく多くの都市でも起こりうる，もしくは実際に起こっている要因と
も言える。
第一に，人々にとって， C02排出量の増加による（負）の影響が直接的に感
じられないということが人々に努力への行動を踏みとどまらせている点につい
ては，例えば，多くの人々が地球温暖化とそれによって起こる， もしくは起こ
りうる負の効果について，知識としての理解があったとしても，自らに対して，
直接的にその影響を感じることは，特に都市に住む人々にとってはあまりない
という実情があるO これは，影響が人工的に排除されうる部分があるという点
と，多少の影響はあるにせよ，対応可能な許容範囲に収まっているということ
として考えられるO そのために，彼等にとっては， C02排出量削減のための努
力への優先順位が，他の生活に係る諸問題と比べ，常に対応すべき上位の位置
にあるとは必ずしも言えなL1。また，人々が直接その影響を感じない，もしく
は感じにくい理由の lつは地球温暖化による変更のスピードが比較的遅い，あ
るいは地域によって変わりうるということもあるかもしれないし，また，たと
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えその変化の十分な証拠があるとしても，いまだ多くの点で不明確な部分が多
いことも理由のひとつとして考えられよう。また，市街地に住んでいる人たち
が生態系の破壊の存在を肌で感じることは実際のところ困難であろう。おそら
く彼らにとって，生態系の問題は自らの生活とは離れた遠くで起きている問題
として認識している場合もあると思われる。
第二に，個人個人にとって，彼らの努力が地球や彼等の生活をどのように向
上させるのかを明らかにしようとしても，グローパルな問題ゆえに決してたや
すくはないということがあげられる。仮に C02排出量を10%減らした場合，
どのようなプラスの効果が期待されるのか，それが5%のときはどの程度効果
が小さくなるのかなど，現実的には答えることがなかなか難しし1。逆に C02
排出量が5%増加した場合のマイナスの影響についても同様である。このよう
に， C02排出量の増加が引き起こすかもしれない部分の多くは，その不確定性
の故に，はっきりとした見通しが立たないことが，人々に行動をとどまらせる
一因になっている（EPA 2000）。実際には，例えば，統計的には世界の気温
が徐々に上昇していることが明確に示されてはいるが（10），どの程度の温室効果
ガスあるいは C02の蓄積が世界の気候をいつ，どの程度危険なレベルにまで
もたらすかは必ずしも明確ではない（EPA 2000）。このようなあいまい性は，
問題解決の上で，現在立ちはだかる大きな問題の 1つであるように思われる。
第三に，経済的成長あるいは豊かな暮らしのためには環境が（ある程度）犠
牲にされてもやむをえないというある種の考え方がなお浸透しているという点
がある。アメリカの場合も，経済成長あるいは経済発展は，多くの都市や社会
において非常に重要であると考えられているため（Kline 2000），それらを阻
害するような行動は慎みたいと考える人が多い。産業界や個人個人が環境税に
対して依然として反対しているのも，このような考え方の一つの例であるとい
えよう（例えば日本の場合（Yokoyama,et al., 2000））。しかしながら，
Pearce and Barbier (2000）は，経済発展よりも環境に対して，より多くの
マイナス効果をもたらす要因があると指摘し，また，そのような困惑は，経済
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発展と環境保護双方のコンセプトに対する誤解にその主な要因があると指摘す
る。現実的には，環境の保護のためには，より多くのコストを必要とするとい
う考え方が依然として広まっているが故に，個々もしくは全体的な経済的メリッ
トの享受なしでは，持続可能性のための行動を市民に求めようとするのは，政
策を推進する側としては，少なくとも短期的にはなかなか困難な面があるのか
もしれない。
このように，経済発展と環境保全の閣のトレード・オフについての考え方が
浸透している限り，経済的に見て，マイナス効果を起こす行動が避けられる傾
向にあることが存在することを否定はできない。先に言及したように，多くの
プランや概念において，経済発展と環境保全の同時達成が求められるという事
実のもとでは，特に景気の後退局面もしくは不景気が続いている場合に，環境
保護政策が後回しにされやすいという影響を与えることになる（1）。というのは，
プランの中には， C02の削減（環境保全）と健全な経済発展は，どちらも対等
でありどちらにも達成のための優先順位を与えてはいないが，環境と経済に対
するトレード・オフの考えがあるならば，経済不況のような局面ではまずは経
済の回復が優先されるであろうことは過去の経験からも容易に想像できるから
である。もちろん，経済活動は生態系を含めた環境や自然に基づいていること
は明白な事実であり，長期的には，必然的に相互の協調をとらざるを得ない。
しかしながら，経済中心主義においては，特に短期的には，人々にこのような
普遍的事実を忘れさせる傾向にある。それが長期の観点からの発展と安定を求
めようとする考え方を重要視する大きな理由の一つである。従って，現実問題
として，自然環境は保全されるべきであるという主張は多くの人々によって理
解されることができるとしても，短期的な観点、からの経済活動重視の視点のも
とで，地球温暖化対策よりも経済対策に優先性を与えようとする考え方は，結
果として，長期的に見ると，経済に悪影響を与えるであろうことはあまり認識
されているとは言えない。また，長期的な観点から見る場合，環境保全と経済
活動の聞に考えられるほどのトレード・オフがあるというわけでもないという
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見方もあるO
一方，経済的インセンティブは C02排出量を減らす適切なシステムの一つ
であることは多くの専門家が指摘している Ce.g. Harrigan (2000）。 C02税
に代表される環境税は，人々に自然を守らせるよう助長し，そして環境の質を
高めるためのインセンティブを与えるための具体的方法の 1つであるO しかし
ながら，仮に，ある総コストがこのようなインセンティブに影響しない形で大
幅に削減できる可能性がある場合，環境保全を暗黙的に達成させようとするイ
ンセンティブへの動機づけはうまく機能しない可能性もあるO 加えて， もし経
済的メリットが環境を守るための活動によって（大幅に）侵害されるなら，市
民にしても，このような活動の実行を抑えざるを得ない場合もあるであろう。
すなわち，人々に経済の長所を示すことによって， C02総排出量を減らさせ
ようとする重要な戦略の 1つは，短期的な視点からの経済的利益の追求という
姿勢から，長期的な経済発展の追求へと変更させることである。この視点こそ
が，プランの中に取り込まれることが必要である。
第三節プランにおける目標値の適切性
基本的に，目標としてある数値目標を設定した場合，それが達成可能か，そ
して人々に努力を促すために適切な目標値となっているかを考慮することは重
要である。このような考え方は，単に環境問題の分野だけではなく，多くの分
野においても等しく存在する。例えば経済の分野では， GDPあるいは GDP
成長率が典型的な指標であるといえる。ポートランドにおける C02の総排出
量削減という目標も，その目標値は，施策推進のために重要な意味付けを持っ
ていると考えることができる。また，どれだけ排出されたかという結果それ自
体は集約されたデータを反映しているだけであるかもしれないが，時としてそ
れらのデータは，見た目にはわからないが， しかし重要である事実を示すこと
ができる。すなわち，データは人間（の生活）と環境の聞に見え隠れしている
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もの（missingrings）を示し，また暗黙的に経済と環境の聞の密接な関係を
示すこともできる。そのような効果も踏まえた上で，ひとつの目標値として，
一般的に必要とされるものは，その数値が理解し易いこと，利用や分析がし易
いこと（Schlossberg, et aし 2003），同数値の時系列等の比較がし易いこと，
客観性を持っていること，などであると言えよう。例えば，ほとんど達成する
ことが不可能な目標は有益なものを与えてはくれなし」また，目標値の変更に
ついても，結果的にそうするのが適切であるとしても，そもそもその目標が果
たして妥当なのかどうなのかという疑問をもたらす可能性は否定できない。そ
ω意味で，ポートランドの場合も一度目標値を変更していることや，現在の目
標値自体の達成も困難な状況にあるということは，そのプランの妥当性に対し
て疑問を抱かせる可能性はあるが，ただ， 10%削減というある意味わかりやす
い目標値であることは，ある程度，削減に向けての努力を行わせる一つのイン
センティブを与えているといえなくもない。
加えて，重要な視点として， 1つの数値あるいは指標が全ての情報を示すこ
とができるわけではないという事実の認識も必要である。えてして，ある目標
が達成されれば，すべての問題が解決されるという考えになる場合があるが，
必ずしもそうではない場合がむしろ普通である。すなわち，数値として集約さ
れたものは，複雑な環境を 1つの情報にのみ示しているだけであり，その中で
示されている情報は限られているという点も理解しておく必要があるO また，
持続可能性を示す数値あるいは指標が，データの集約方法などにより，時とし
て誤解を招くような情報を提供する可能性もあるという批判（Rydin,et al., 
2003）についても留意する必要はあろう。しかしながら，このようにいろいろ
な限界を持つものであっても，それらは人々とコミュニティを自然と調和させ
るための役割を担っているという点では重要であることは変わりない。このよ
うな意味で，どのように適切な数値目標を設定するか，またどのような数値を
見出すかという点は，政策当局にとって最も重要な意味をもつものの lつであ
ると言えよう。
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また， C02排出量の削減のための行動には，ある程度の技術力や経済的な位
置づけを必要とするが，結果あるいは結果から見る社会的傾向の分析は，技術
的というよりむしろ，政治・政策的な関心事項である。そのような点から考え
てみると，政治家・政策担当者や経済学者，科学者の間で，目的や目標につい
ての意見の相違があることは当然ありうるであろうが，時として，その溝の大
きさが大きな問題となる場合もある。ポートランドの場合， C02総排出量の19
90年レベルからの10%削減という目標は，本来のプランの目標－温暖化防止及
び持続可能な発展ーを目指すうえで適切かどうかという観点については，科学
的あるいは経済的な観点から見ると決して十分ではないかもしれない。しかし
1997年の京都議定書がアメリカの政府レベルで現在も批准拒否がされていると
いう事実を考慮すれば，ポートランドの目標値は，政治的もしくは政策的に見
ると，必ずしも不適当というわけではない。というのは，環境保護のために，
少なくとも今実践すべき重要なことは，環境の理想的な姿を捕らえることより
もむしろ，環境保全のために小さな努力だとしても，どのような具体的な行動
を継続的にとっていくかということが極めて重要だからである。
この点を別の視点から見てみよう。京都議定書では，先進国等に対し，温室
効果ガスを1990年比で， 2008年～2012年までに，アメリカは7%,EUは8%,
日本は6%の削減を義務付けている。批准していないアメリカはおろか， 日本
を含む批准国においても目標値の達成が決して容易くはない現状においては，
都市機能が集積している（すなわち， C02排出の増加要因が多い）ポートラン
ドの10%の削減は，かなり高い目標値という見方もできないわけではない。し
かしながら，一方で，実際の温暖化問題の解決の観点からは，例えばIPCC
(The Intergovernmental Panel on Climate Change）等の議論にもあるよ
うに，ーケタ台の削減では不十分であるという意見も多い。
ポートランドの削減努力は，今後更なる努力が必要であるとはいえ，一人当
たりの排出量の減少という見える成果も上がっていることも事実であるO 今後
の削減のためには，表5においても明確なように，ガソリン等の燃料消費の減
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少促進（すなわち主に自家用車の利用の抑制）と電気の節減（あるいは発電の
際のクリーン燃料の利用）が大きな鍵を握っているといえるO その意味におい
て，公共交通機関の利用頻度が高まってきていることは，目標の達成に多少な
りとも貢献できると考えられる。このあたりは，ポートランドにおける UGB
アプローチに代表される「コンパクトな大都市圏形成都市成長管理」（Urban
Growth Management）の成果ともいえるであろう。いずれにしても，鍵を
握るのは，産業界のみならず，一般市民の日々の取り組みにもあることは明ら
かであるO アメリカ国内では，比較的意識の高いとされるポートランドで，今
後どれだけ目標に近づくことができるかは同様の目標を掲げる多くの都市にとっ
ても影響を与えることになろう。
持続可能な発展は，多数の人々や社会，コミュニティの努力なしで達成され
ないことは明白であり，だとすれば，環境問題は専門家とそうでない一般の人々
との協力やつながりが問題解決には欠かせないことも明らかである（Rydin,
et al., 2003）。その意味からこそ，設定されるべき目標値は多くの人々に理解
されやすいものでなくてはならなし、。ポートランドの目標値は，比較的シンプ
ルであるが故に，努力の達成度がわかりやすいこともあり，ある程度の努力を
促しているとみなすこともできょう。このような観点から，ポートランドにお
ける様々な実践は，今後も注目に値するであろう。
第四節その他の諸問題
ほかにもいくつかの議論すべき諸問題があるO 例えば，持続可能性の追求は，
時として，政治的な色彩の強い社会的公平性の問題と資源分配の問題をもたら
すことがあるのchloss berg, et al., 2003）。また，これまでの C02の蓄積，
すなわちストック問題，に関する分析という大きな課題もある。このような諸
問題は別途議論する必要があるが，本論では，紙面の都合上，別の機会に譲り
fこし、。
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（表11）基本的な要因とその課題
要因 削減を阻害する問題点 必要な対応
量的要因 －人口増等による物理的要因 ・一人当たりの排出量の削減
傾向の継続的な推進
・より適切な政策の推進（直
接，間接手法等）
認識的要因 －経済と環境トレード・オフ ・コミュニティとしての環境
の浸透 問題に対する教育，危機意
・努力の結果に対する不明瞭 識の向上
さ －経済と環境に関する相互関
連性への問題意識の向上
－短期的視点から長期的な視
点への変換
目標の妥当性 －不適切な目標値及びその修 ・わかりやすい目標値の設定
正 ・適切な結果の公表
・結果集約による情報の欠落 －単独指標の問題点の把握と
様々な指標による総合的な
分析
出展： Cityof Portland and Multnomah County, 2001の資料等より筆者作成。
おわりに
現在の状況から推測する限り，ポートランドの計画は困難な状態にあると言
えるO 実際に，今まで以上に多くの企業や社会，市民の活動が実行されなけれ
ば，プランの達成は困難であろう。このような状況，すなわち C02総排出量
が増加しているという現状は，ポートランドの場合だけではなく多くの他の都
市の政策にも関連してくる（凶。実際のところは， SustainablePortland Com-
mission (1997）によれば，それでもポートランドにおける C02排出量は他の
都市より比較的より低く，またわずかだとしても C02排出量を削減した実績
- 116 (384）一
をもっ少数の都市の 1つである（Cityof Portland Office of Sustainable 
Development, 2002）。そのような，ある意味先進的な都市においても，現状
では C02の削減という目標に対して困難に直面している。いずれにしても，
ポートランドが今後目標を達成するための様々な活動は，他都市においても重
要な示唆を与えるであろう。現在のライフスタイルそのもの全てを変えること
は現実的に不可能であるとしても，環境問題に対する考え方の基本的な変化は
不可欠であるO 市民の認識，考慮，あるいは地球温暖化についての危倶は以前
より格段に大きくなっているO そして重要なのは，環境と経済両方について，
長期的な視点から検討を行うことであるO
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く参考：ポートランドにおける地球温暖化に対するローカルアクションプラン＞
~ 
持続可能な未来を創るために， 2010年までに，マルトノマ郡における1990年の温室効
果ガスの排出量レベルの10%削減をおこなう。
（活動内容）
IA.政策，研究，教育の推進｜
(1）全てのレベルの政府，企業，個人は地球温暖化への影響を減じるための政策決
定を行うこと。
厄建物におけるエネルギー効率の推進l
( 1）ポートランド市とマルトノマ郡において，エネルギー効率化を通じて， 2010年
までに， 1990年の温室効果ガスの排出レベルの10%の削減を行うこと。
( 2）住宅部門において， 2010年までに予想温室効果ガス排出量の10%を削減するこ
と。
( 3）商業，産業，公的部門及び非営利部門において， 2010年までに予想温室効果ガ
ス排出量の10%を削減すること。
両；輸送、パ二九，テふミュニケーションとそのアクセス推進l
( 1）徒歩，自転車，在宅勤務，公的輸送，乗用車のシェアリング等への質的，利便
性，供給及び意識の向上をはかること。
( 2）車の運転における私的コストから社会的総コスト意識への反映を促すこと。
( 3）オンロード，オフロード車における高い燃料効率と代替燃料エンジンの利用の
促進。
( 4）都市発展のパターンをよりコンパクト化へ，より自転車や歩行者に優しく，そ
して移動手段の選択の範囲を広げる形に変化させること。
両J再生可能エネルギー資源の利用促進｜
( 1) 2010年までに，新しい再生可能エネルギーで平均170メガワットを得ること。
IE.廃棄物の削減とリサイクルの推進｜
(1) 2005年までに全固形廃棄物のリサイクル率を60%にすること。そして2010年ま
でに再び新しい目標を掲げること。
IF.植林活動による二酸化炭素の相殺｜
( 1）不十分な森林地及び未森林地に植林するための州全体での行動をサポートし，
持続不可能な木材の使用を減少させること。
( 2）地域における植林活動を促進し，現存林の保存と維持を推進すること。
( 3）他のコミュニティや組織との活発な連携で，温室効果ガス排出量の相殺を確実
にすること。
Source: City of Portland and Multnomah County, 2001. 
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（注）
( 1) EPAによれば，アメリカ合衆国は一人あたり年間およそ6.6トンの温室効果ガスを
発生させており，世界最大である。またその増加率は1990年から1997年で平均3.4
%となっている。全体の排出量のうち， 82%を占める電気と車による化石燃料の利
用がもっとも大きし、。また，個人全体の発生量は約32%を占め， 68%は産業によっ
て発生される。
( 2) 1997年の京都での気候枠組み条約で締結された京都議定書は， 2004年秋のロシアの
批准により，その要件（55カ国以上の批准かっ排出量の55%以上をカバーすること）
を満たしたことによってようやくその効果が発行（2005年2月）されることとなっ
たが，本文で言及しているように，アメリカは経済への悪影響や，途上国の不参加，
科学的根拠が不十分であることなどにより，批准していない（2004年10月現在）。
なお，ポートランドのプランについては， 1988年のトロント会議での2005年までに
C02排出量を1988年レベルから20%削減するという数値目標（トロント目標）が，
その計画に当たってある程度影響を与えているものと推測できる。
( 3）持続可能性の概念のもう一つの特徴はそれが汚染物質の削減などの量的なコンセプ
トだけではなく質的な向上も含むということである。例えば，生態系の重要性の指
摘は質的な観点に注目した一つの例として考えられよう。
( 4 ) Portney (2002）は持続可能性の観点からアメリカの24都市を比較した分析をして
いる。それぞれの都市がどの程度深刻に都市の持続可能性について考えているかを，
特に政策や行動など、について比較分析したものである。その結果として，高い人口
増加率と人口密度，狭い生活エリア，高収入と高雇用率，多くの製造業，高い教育
水準，そして効率的な公共輸送機関システムのいずれかを持っている都市は，そう
でない都市に比べ比較的深刻に環境の保護を考えているようだという仮説を導いて
いる。
( 5) 2000年以来，多くの施策が実践されている。例えば， U.S. Green Building Coun-
cilによって策定された環境スタンダードの達成のために，市当局の全ての新規建
築物と改修の必要な主要建築物（他の建物あるいは家屋も含む。）は，効率的なエ
ネルギ一利用，植林，ポートランド電力（PortlandGeneral Electric : PGE）と
の協力に基づく発電時における太陽光などのクリーン資源を使用するという
Green Powerの促進等が実践されている（Grewe,et. al., 2002; City of Port-
land Office of Sustainable Development, 2001)。
( 6）ポートランドにおける過去から現在における主要な都市政策の一つは，都市の成長
をどのように管理すべきかであった。例えば，一つの結果として，フリーウェイの
代わりに軽軌道鉄道（LightTrail）の建設が決定されたという例がある
(Walljasper, 1997）。これは，環境保全にも大きな影響をもたらしている。おそら
くこのような結果はその当時の議論だけではなく，それまでの UGB政策やそれら
に基づく議論等を通じて積み上げてきた環境に関する豊富な知識と情報，また，様々
なNGOとの協力によって得られたものであろう。この MAXと名づけられている
ポートランド地域を走る軽軌道鉄道（2004年時点で3路線）や効率的なパスサービ
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ス，さらには， 2001年に復活した市電は，、 C02の排出量を削減する大きな要因になっ
ている。特に，この主要公共交通機関における C02排出量削減への貢献に関する
最も大きな理由の lっとして挙げられるのが，市内のダウンタウンエリアにおける
無料区間の設定であろう。これによりかなりの市内中心部の渋滞（及びそれに伴う
排気ガス）が緩和されていると思われる。また，郊外の MAXステーションにお
ける＂Park& Ride”の実践もある程度の成果を上げているものと考えられる。
( 7) Oak Ridge National Laboratory Carbon Dioxide Information Analysis Cen-
ter (2004）によれば， 2000年における C02総排出量は多い順にアメリカ，中国，
ロシアの順であり，一人当たりの C02排出量は同じくアメリカ，オーストラリア，
カナダとなっている。
( 8 ) Goodstein (2002）によれば，アメリカで最も利用されている資源は石炭であり，
全体の力の54%を占める。国内に豊富に存在し，安定的であり，かっ（採掘におけ
る）技術もかなり確立されていることもあり，価格が安定していることがその主な
理由といえる。
( 9) PGEは電力のエネルギー源として，太陽熱発電や風力のような再生資源を使うよ
う奨励しているが，化石燃料を使用した場合に比べ，価格がまだ高く，依然として
多くのユーザーの賛同を得ているとは言い難い。
(10) 20世紀において最も暑かった年の上位10年が1980年代～1990年代に起こっている
(EPA, 2000）。
(11)経済が景気後退であるときは，結果としての C02排出量の削減という可能性はあ
るが，この場合，削減のための意識という意味では，進んでいるとはあまり考えな
いほうが妥当ではなかろうか。
(12）現在， 400以上の都市がポートランドと同様， C02削減のための様々な施策を実施
している（Cityof Portland and Multnomah County, 2001)。
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